
水田活用の直接支払交付金における畑地化に関する合意書
　　　　　　　　　　　　　　　【土地所有者】（以下「甲」という。）が、　　　　　　　【耕作者】（以下「乙」という。）との間で賃貸借契約の締結、使用貸借契約の締結、農業経営基盤強化促進法による利用権の設定又は農地法第２条第２項で規定する同一の世帯員等として貸借契約等を締結することなく管理している（以下「貸借等」という。）甲が所有する下表記載の農地において、乙が水田活用の直接支払交付金の畑地化の取組を行うにあたっては、裏面「水田活用の直接支払交付金の畑地化の取組により農地に生じる主な影響」に記載の内容をはじめとした畑地化によって生じる影響を十分に理解し、甲乙両者合意の上で行うものとする。
この合意書は、甲乙の合計人数分を作成し、それぞれが１通ずつ所持し、その写しを旭川市農業再生協議会に１通提出する。

令和６年３月１日
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	□甲の続きは別紙のとおり
（※甲が５人以上の場合は□に✓）
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　　　　　　　　　　　　       　　　　　　※両者（甲乙）ともに必ず実印により押印すること。
＜畑地化する土地の所在等＞
	所在・地番
	□ 登記面積
□ 水張り面積
(いずれかの□に✓)
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[bookmark: _GoBack]　　□ 別紙のとおり (別紙の添付に代える場合は□に✓を入れてください。）
□ 作成日現在における甲乙間での貸借等の農地の全て（該当する場合は□に✓を入れてください。）
（注意）別紙がある場合は、必ずホチキス留め及び割印の上で添付してください。

水田活用の直接支払交付金の畑地化の取組により農地に生じる主な影響
（令和６年１月現在の国等の情報を基に作成しているため、今後状況が変わる場合があります。）

１　水田活用の直接支払交付金（以下「水活交付金」という。）の制度改正について
　　水田において主食用米以外に転作する農家を対象に支払われる水活交付金においては、制度改正により、令和４年より５年に１度も水張りできない農地は、将来にわたって同交付金の対象外にされることとなりました。そのため、最初の５年目を迎える令和８年までに、今後、５年に１度の「水張り」を続けていくのか、または一次的な交付金を受けて「畑地化」するのかを選択する必要があります。

２　畑地化した農地に生じる主な影響（土地所有者、耕作者共通）
(1)　将来に渡って水活交付金を受けることができなくなる。（耕作者や土地所有者が変わっても継続される。）
(2)　農地の状況によっては、これをきっかけに現況地目等が「田」から「畑」に変わる可能性がある。、
　(3)　水活交付金の対象外になることで、売買価格や賃借料、担保評価額等が低下するおそれがある。
(4)　農地の状態に応じて対象となる交付金（中山間、多面的など）受けられなくなる場合がある。
(5)　農地の状況によっては、基盤整備計画に参加できない又は難しくなる場合がある。

３　畑地化に係る主な国の支援【畑地化促進事業】（交付対象は耕作者のみ）
※ 畑地化の取組は、交付対象水田から除外する取組を指す。（地目の変更を求めるものではない。）
※ それぞれの支援を受けるためには畑地化以外にも要件があることから注意が必要。
(1)　畑地化支援及び定着促進支援
　　　水田を畑地化して、高収益作物及び畑作物（高収益作物以外）の本作化に取り組む農業者を支援。
	対象作物
	畑地化支援
	定着促進支援

	高収益作物
（野菜、果樹、花き等）
	14万円/10a
	・2(3 ※)万円/10a×5年間　 または
・10(15 ※)万円/10a（一括）
（※加工・業務用野菜等の場合）

	畑作物（高収益作物以外の）
（麦、大豆、飼料作物（牧草等）、子実用とうもろこし、そば等）
	14万円/10a
	・2万円/10a×5年間　　　　または
・10万円/10a（一括）


＜注意＞畑地化した年から５年間は同じ区分の作物を作付け・販売する必要があり、途中で止めてしまった場合や作物区分が変わった場合は交付金が返還になることがあります。（途中で耕作者等が変わった場合も、作付け・販売が継続できなければ、当時交付金を受けた方がその交付金を返還することになります。）







(2)　土地改良区決済金等支援
　　　令和6年度に畑地化に取り組むことを約束した農業者に対して、畑地化に伴い土地改良区に支払う必要が生じた場合に、土地改良区の地区除外決済金等を支援（定額（上限25万円／10a））。

４　畑地化しなかった場合に想定される土地所有者側のリスク
　　最低５年に１度の水張りをすることができる農地であれば、引き続き水田活用の直接支払交付金を受け続ける権利を残すことができますが、それが難しい農地（傾斜地をはじめとした水稲の条件不利地など）の場合は、そのままでも令和９年から交付金を受ける権利が無くなってしまうため、それ以降に新たな農地の借り手を見つけることが困難となってしまう可能性があります。
　　そのため、今後、水稲作付が困難なことが明らかな農地においては「畑地化」し、一時的ではありますが国の支援（上記３）を受けた上で、現在の借主に耕作し続けてもらったほうが耕作放棄地にならずに済むといった場合もありますので、農地の状態に応じて十分な検討が必要です。
